（様式１）
令和　　年　　月　　日

（あて先）

京都市長　松井　孝治

	事業者
	（所在地）〒

（商号又は名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（代表者又は受任者の職・氏名）



	連絡担当者
	（職・氏名）

（電話番号）

（ＦＡＸ）

（E-mail）


子どもの権利擁護推進のための研修業務委託に係る公募型プロポーザル

参　加　表　明　書
　令和　年　　月　　日付けで公募のあった下記業務に係る企画提案書の提出に係るプロポーザルに参加します。

　
記

　業務名

子どもの権利擁護推進のための研修業務
（様式２）

令和　　年　　月　　日

（あて先）

京都市長　松井　孝治

	事業者
	（所在地）〒

（商号又は名称）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

（代表者又は受任者の職・氏名）



	連絡担当者
	（職・氏名）

（電話番号）

（ＦＡＸ）

（E-mail）


子どもの権利擁護推進のための研修業務委託に係る公募型プロポーザル
応募に係る誓約書
　子どもの権利擁護推進のための研修業務委託に係る公募型プロポーザルへの応募に当たり、当法人は、次に掲げる事項について、満たしていることを誓約します。

１　（京都市入札参加有資格者名簿に登録している法人の場合）京都市競争入札等取扱要綱及び京都市競争入札参加停止取扱要綱に基づく指名停止措置を受けていません。
２　（京都市入札参加有資格者名簿に登録されていない法人の場合）地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号のいずれにも該当していません。また、同条の４第２項各号のいずれかに該当し、３年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者ではありません。
さらに、国税等（法人税又は所得税及び消費税）、地方税（法人市民税、固定資産税及び事業所税）及び京都市の水道料金及び下水道使用料の未納はありません。
また、京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しません。
３　会社更生法、民事再生法等による手続きを行っていません。

（様式３）

団　体　概　要
１　団体概要

	法人名
	

	代表者名
	

	主たる事業所の所在地
	

	設立年月
	年　　　月
	従業員数
	人

	資本金（基本財産）
	千円

	業務内容
	

	ホームページアドレス
	

	京都市を担当する支所等所在地※本部が京都市外の場合のみ
	


　※　その他、法人概要が分かる書類（パンフレット等）を２部提出してください。
２　連絡担当者１

	氏名
	
	役職
	

	所属
	

	住所
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	


３　連絡担当者２

	氏名
	
	役職
	

	所属
	

	住所
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	


（様式４）
年　　月　　日
（あて先）京都市長　松井　孝治
子どもの権利擁護推進のための研修業務委託に係る公募型プロポーザル
辞　退　届
事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名（記名押印又は署名　　　　　　　　　　
　下記の件に係るプロポーザルについて辞退をしたいのでお届けします。
記

１　件　　　名
　　子どもの権利擁護推進のための研修業務委託
２　辞退の理由
以上
【京都市子どもの権利擁護推進のための研修に関する企画提案書（様式５）】
研修名：京都市子どもの権利擁護推進のための研修
研修の特徴、効果等
	習得できる知識について


	研修を通じて受講者に伝えたいこと


	その他（より研修を充実左折ための工夫等があれば、具体的に記入してください。）



実施体制
⑴　緊急時の対応
　　緊急時（講師の急病、自然災害による交通機関の運転見合わせ等）について、どのような対応が可能かを具体的に記入してください。
	


⑵　対面での研修が実施できない場合の実施方法を具体的に記入してください。
	


⑶　打合せについて
　　貴法人の担当者と打合せができるか。
　　□できる（複数回）　　□できる（１回）　　□できない
　　
【京都市子どもの権利擁護推進のための研修に関する企画提案書（様式６）】
講師１　※２名以上の場合は、人数分を作成してください。
	氏名（ふりがな）

	専門分野

	著書（出版社）


講師実績
	実施年度
	自治体名等
	研修名及び概要
	対象者

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


講師２
	氏名（ふりがな）

	専門分野

	著書（出版社）


講師実績
	実施年度
	自治体名等
	研修名及び概要
	対象者

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


講師３　
	氏名（ふりがな）

	専門分野

	著書（出版社）


講師実績
	実施年度
	自治体名等
	研修名及び概要
	対象者

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


講師４
	氏名（ふりがな）

	専門分野

	著書（出版社）


講師実績
	実施年度
	自治体名等
	研修名及び概要
	対象者

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


· 講師欄が不足する場合は、適宜追加してください。
【京都市子どもの権利擁護推進のための研修に関する企画提案書（様式７）】
研修プログラム
	
	時間
	研修内容
	研修手法
	定員
	研修内容のねらい

	１
日
目

	
	
	
	
	

	　
○日目

	
	
	
	
	

	○日目

	
	
	
	
	

	○
日
目

	
	
	
	
	


上記のとおり、企画提案書を提出します。
令和　　年　　月　　日
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
提案団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
